
（様式１）
国見町 　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成28年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28

国見町東日本大震災
復興交付金基金残高

国見町東日本大震災
復興交付金基金の利息額

国見町東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

0 0 19,822

執行
年度
23
24
25
26
27
28

合　計 19,822

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0

0

33,600

0

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

23,925
0

交付分
国見町

0
9,675

0
0

146

0
4,469

0

15,207
0

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」、「基金の利息額」、「取崩額」の欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

0
0

0 0

0

合　計

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 1,182 58 －

25 1,182 398 － 平成25年6月埋蔵文化財発掘調査開始・完了(山崎城跡)
平成25年9月埋蔵文化財発掘調査開始・完了(東大窪館跡)

26 0 0 －
27 0 146 1,762 平成27年5月埋蔵文化財発掘調査開始・完了（佐野台館跡）

28
累計 2,364 0 602 1,762
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 1,182 0 58 0
25 1,182 0 398 0
26 0 0 0 0
27 0 0 146 1,762
28 0 0 0 0

3,154 2,364 0 602 1,762
3,154 2,364 0 602 1,762

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

都道県
交付分

各年度
別合計

全体
事業
期間

3,154 24 ～

省庁名 文部科学省

事業番号

国見町

国見町文
化財包蔵
地

27

（様式２A）

1 － 1 －
埋蔵文化財発
掘調査事業

Ａ － 4 町 町 完了直接

平成25年3月埋蔵文化財発掘調査開始・完了(藤田城跡)

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 －
25 14,250 14,250 0 平成25年6月国見町復興交付金事業開始～平成26年3月完了

26
27
28
累計 14,250 0 14,250 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 14,250 0 14,250 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

19,000 14,250 0 14,250 0
19,000 14,250 0 14,250 0

全体
事業
期間

19,000 25 ～ 25

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

国見町
省庁名 国土交通省

事業番号

2 D － 20 － 1 －

都市防災総合
推進事業(国
見町復興まち
づくり総合支
援事業)

国見町 町 町 直接 完了

（様式２D）

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

平成24年度は事業を予定しておりません。

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 8,493 4,411 －
25 8,493 559 － 平成25年5月受付申請開始　2件の工事発注。

26 0 0 －
27 0 0 12,016
28
累計 16,986 0 4,970 12,016
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 8,493 0 4,411 0
25 8,493 0 559 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 12,016
28 0 0 0 0

22,648 16,986 0 4,970 12,016
22,648 16,986 0 4,970 12,016合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

国見町

直接

平成24年6月受付申請開始　15件の工事発注。

全体
事業
期間

22,648 24 ～ 27－ 1 完了1－

合併処理浄化
槽設置整備事
業(個人設置)

浄化槽設
置区域

町 町

（様式２E）

事業番号

省庁名 環境省

3 －Ｅ

各年度
別合計

各年度
別合計

市町村
交付分

都道県
交付分

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。
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